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利用上の注意

　この速報（第1分冊）は、平成15年11月1日現在で実施された「2003年漁業センサス」（農林水産省指定統計第67号）のうち、本県が調査を実施した海面漁業調査結果について概要をとりまとめたものである。その詳細については、平成17年3月に「2003年（第11次）漁業センサス結果報告書」として公表する予定である。

１　調査の目的

漁業の生産構造及び就業構造を明らかにするとともに、漁業構造の改善等水産行政諸施策の基礎資料を整備することを目的とする。

２　調査の期日

平成15年11月1日現在（前回調査　平成10年11月1日現在）

３　調査の対象（本報告書収録分）

海面漁業調査

海面に沿う市町村の区域内にある海面漁業に係る漁業経営及び漁業従事者世帯であって農林水産大臣が必要と認める者。

４　海面漁業調査調査事項（本報告書収録分）

(1) 漁業経営体に関する事項

ア 漁業種類、使用漁船又は養殖施設、操業日数その他の漁業経営体の状況

イ 個人漁業経営体の世帯の状況及び世帯員の漁業操業日数その他の就業状況

(2) 漁業従事者世帯に関する事項

世帯の状況及び世帯員の漁業就業日数その他の就業状況
５　主な用語の説明

(1) 漁業経営体

調査期日前1年間に、利潤又は生活の資を得るために販売を目的として、海面において水産動植物の採捕又は養殖を行った、世帯又は事業所をいう。

ただし、調査期日前1年間の海上作業従事日数が30日未満の個人漁業経営は、本調査の対象としない。

(2) 漁業従事者世帯

調査期日前1年間に、生活の資としての賃金報酬を得ることを目的として、他人の営む経営体に雇われて又は共同経営に出資従事して、年間30日以上漁業の海上作業に従事した、世帯員のいる世帯をいう。ただし、個人漁業経営体に該当するものは除く。
(3) 経営体階層

漁業経営体を漁業種類及び使用漁船のトン数で分類したもの。また、経営体階層を次の3漁業層に区分している。
沿岸漁業層　：漁船非使用、無動力船、保有している動力船総トン数10トン未満、定置網、地びき網、海面養殖

中小漁業層　：動力船総トン数10トン以上1000トン未満

大規模漁業層：動力船総トン数1000トン以上

(4) 沿岸漁業就業者

漁船非使用漁業、無動力及び10Ｔ未満の動力船を使用する漁業、定置網漁業並びに地びき網漁業及び海面養殖業に従事した漁業就業者をいう。
(5) 沖合・遠洋漁業就業者
沿岸漁業就業者以外の漁業就業者をいう。

６　数値及び記号の表示

(1) この数値は概数であり、後日公表する確定数と相違する場合がある。

(2) 構成比については端数四捨五入のため、内訳と一致しないことがある。

(3) 記号

「－」：事実のないもの

「０」：端数四捨五入による単位未満のもの

「△」：マイナスであることを示す
2003年漁業センサス

調査種別
所管及び問い合わせ先

海面漁業調査
漁業経営体調査
静岡県生活・文化部経済統計室経済係


住 所
静岡市追手町9-6

電 話
054-221-2245


URL:http://toukei.pref.shizuoka.jp/


漁業従事者世帯調査



漁業管理組織調査
農林水産省関東農政局静岡統計･情報センター

　　　　　　　　　　　　経営･構造統計課

住 所
静岡市鷹匠2-15-12

電 話
054-253-0174


URL:http://shizuoka.info.maff.go.jp


海面漁業地域調査


内水面漁業調査


流通加工調査


2003年 （第11次）漁業センサス結果

〔Ⅰ〕 調査結果の概要

１　漁業経営体数は3,155経営体で、前回(平成10年調査。以下同じ。)に比べ187経営体(5.6％)減少した。
経営組織別にみると、個人経営体は2，991経営体（全漁業経営体数に占める割合94.8％）、団体経営体は164経営体(同5.2％)であり、前回同様に動力船１～３トン未満の経営体の減少が大きい。

漁業種類別に経営体を見ると釣が最も多く、次いで刺網、採貝、船びき網の順で、この４種類で全体の72.6％を占めている。

２　漁船総隻数は4，279隻で、前回に比べ364隻（7.8％）減少した。

３　漁業従事者世帯数は2,409世帯で、前回に比べ460世帯（16.0％）減少した。

４　漁業就業者数（漁業の海上作業に30日以上従事した者）は6,425人で、前回に比べ788人（10.9％）減少した。
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図５　中小漁業層経営体数の推移
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図４　沿岸漁業層経営体数の推移



〔Ⅱ〕 海面漁業の生産構造

１　漁業経営体
(1) 総経営体数
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図６　大規模漁業層経営体数の推移
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（経営体）

平成15年11月1日現在における本県の海面漁業の漁業経営体数は3,155経営体で、前回(平成10年調査。以下同じ。)に比べ187経営体(5.6％)減少した。（図２）
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(2) 漁業種類別経営体数

漁業種類別に経営体を見ると釣が最も多く、次いで刺網、採貝、船びき網の順で、全体の72.6％を占めている。（図３）
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(3) 経営組織別経営体数

漁業経営体を経営組織別にみると、個人経営体は2，991経営体（全漁業経営体数に占める割合94.8％）、団体経営体は164経営体(同5.2％)で、前回に比べ個人経営体は6.2％減少し､団体経営体は7.2％増加した。（第１表）
第１表　経営組織別経営体数
単位：経営体数
経営組織
平.15
10
構成比
増減率

15/10




平.15
10


計
3,155
3,342
％

100.0
％

100.0
△5.6

個人経営体
2,991
3,189
94.8
95.4
△6.2

団体経営体
164
153
5.2
4.6
7.2

会社
86
89
2.7
2.7
△3.4

漁業協同組合
6
8
0.2
0.2
△25.0

漁業生産組合
5
6
0.2
0.2
△16.7

共同経営
63
46
2.0
1.4
37.0

官公庁･学校･試験場
4
4
0.1
0.1
0.0
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 (4) 漁業層別経営体数

漁業層(漁業経営体が主として営む漁業種類と使用漁船の規模による分類)別の漁業経営体数をみると、沿岸漁業層、中小漁業層、大規模漁業層の各層とも前回に比べ減少し、特に大規模漁業層の減少率が高くなっている。
ア 沿岸漁業層(漁船非使用、無動力船、動力船10トン未満、定置網、地引き網及び海面養殖の各経営体階層)の経営体数は2,775経営体で、前回に比べ177経営体(6.0％)減少した。（図４）

階層別にみると、動力船を使用する階層では、動力船1～3トン階層が25.1％減少し、養殖階層では、わかめ類養殖階層及びのり類養殖階層が、それぞれ20.0％､42.9％減少した。

なお、1経営体平均の漁獲物販売金額は409万円で、前回に比べ25.2％減少した。（第２表）
イ 中小漁業層(動力船10 ～1，000トン未満の経営体階層)の経営体数は372経営体で前回に比べ7経営体(1.8％)減少した。（図５）
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図３　漁業種類別経営体数


階層別にみると、動力船100～500トン階層が4.8％減少し、500～1，000トン階層は横ばいだった。

なお、1経営体平均の漁獲物販売金額は6，128万円で、前回に比べ6.7％減少した。（第２表）

ウ 大規模漁業層(動力船1，000トン以上の経営体階層)の経営体数は8経営体で前回に比べ3経営体(27.3％)減少した。（図６）

なお、1経営体平均の漁獲物販売金額は439,035万円で前回に比べ91.1％増加した。（第２表）
(5) 漁獲物の出荷先及び活魚販売

漁獲物の主な出荷先をみると、｢漁協の市場又は荷さばき所｣に出荷した漁業経営体数は2，254経営体(出荷を行った漁業経営体数に占める割合71.7％)で最も多く、次いで｢漁協以外の卸売り市場｣が265経営体（同8.4％）、｢流通業者・加工業者｣が106経営体(同3.4％)の順となっている。（図７）

また、活魚販売（貝類を除く。）を行った漁業経営体数は1，292経営体（同41.1％）で、前回に比べ438経営体（51.3％）増加した。（第３表）
第２表　１経営体平均漁獲物販売金額

単位：万円

経営組織
昭. 58
63
平.5
10
15
増減率

15/10

全漁業層
2,440
1,957
1,999
1,984
2,195
10.6

沿岸漁業層
405
560
623
547
409
△25.2

中小漁業層
13,268
9,858
8,123
6,566
6,128
△6.7

大規模漁業層
163,827
137,654
222,413
229,727
439,035
91.1
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図７　

主な出荷先漁獲物別漁業経営体の構成割合

第３表　活魚販売を行った漁業経営体の構成割合
単位：経営体数

区分
漁業経

営体数
出荷を

行った経営体数
活魚販売を行った経営体数
活魚販売を行った経営体の割合

平.１５
3,155
3,142
1,292
％

41.1

１０
3,342
3,288
854
26.0

増減率

(％)
△5.6
△4.4
51.3
－
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２　漁船総隻数
(1) 漁業経営体が過去1年間に漁業生産に使用し、調査期日現在保有している漁船の総隻数は4，279隻で、前回に比べ364隻（7.8％）減少した。

（図８･第４表）

(2) 漁船隻数を種類別にみると、無動力船が104隻（全漁船隻数に占める割合2.4％）、船外機付船が1，174隻(同27.4％)、動力船が3,001隻（同70.1％）で、前回に比べ無動力船と動力船がそれぞれ20.0％、12.9％減少し、船外機付船は10.0％増加した。（図８･第４表）

(3) 動力船をトン数規模別にみると、10トン～ト30トン未満の階層で増加したものの、それ以外の階層は減少した。

　　　　　　　　　　　（図８･第４表）

第４表 規模別漁船隻数

単位：隻数
規模別
５年
１０年
１５年


総隻数
構成比（％）
総隻数
構成比（％）
総隻数
構成比（％）
対１０年比








増減数
増減率（％）

総数

5,183
100.0
4,643
100.0
4,279
100.0
△ 364
△ 7.8

無動力船

97
1.9
130
2.8
104
2.4
△ 26
△ 20.0

船外機付船

1,146
22.1
1,067
23.0
1,174
27.4
107
10.0

動力船
計
3,940
76.0
3,446
74.2
3,001
70.1
△ 445
△ 12.9


1トン未満
517
10.0
464
10.0
419
9.8
△ 45
△ 9.7


1～　3トン未満
1,483
28.6
1,191
25.7
893
20.9
△ 298
△ 25.0


3～　5トン未満
802
15.5
704
15.2
674
15.8
△ 30
△ 4.3


5～10トン未満
804
15.5
806
17.4
771
18.0
△ 35
△ 4.3


10～　30トン未満
167
3.2
147
3.2
154
3.6
7
4.8


30～100トン未満
53
1.0
35
0.8
23
0.5
△ 12
△ 34.3


100～200トン未満
17
0.3
11
0.2
6
0.1
△ 5
△ 45.5


200～500トン未満
97
1.9
88
1.9
60
1.4
△ 28
△ 31.8


500～1000トン未満
      -
0.0
      -
0.0
1
0.0
1
      -

3　個人漁業経営体
(1) 専兼業別経営体数

個人経営体（2,991経営体）を専兼業別にみると、専業が582経営体（全個人経営体数に占める割合19.5％）、第1種兼業が983経営体（同32.9％）、第2種兼業が1,426経営体（同47.7％）で、前回に比べ専業が10.9％増加し､第1種兼業、第2種兼業がそれぞれ、13.6％、6.6％減少した。（図９）
(2) 基幹的漁業従事者の性別・年齢別経営体数
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専兼業別個人経営体数の推移

（経営体）

個人経営体を基幹的漁業従事者（個人経営体の満15歳以上世帯員のうち、自営漁業の海上作業が最も多い者）の性別にみると、男子の経営体は2,895経営体（全個人経営体数に占める割合96.8％）、女子の経営体は88経営体（同2.9％）で、前回に比べ男子が6.8％減少し､女子が31.3％増加した。

個人経営体を男子基幹的漁業従事者の年齢別構成割合でみると、65歳以上の年齢階層の割合が48.8％となり、前回に比べ6.5ポイント上昇した。（第５表）

第５表 基幹的漁業従事者の性別・年齢別個人経営体数

単位：経営体数
区分
平.15
10
構成比
増減率

15/10




平.15
10


計
2,991
3,189
100.0
100.0
％

△6.2

海上作業従事者がいる
2,983
3,172
99.7
99.5
△6.0

基幹的漁業従事者が男子
2,895
3,105
96.8
97.4
△6.8

30歳未満
25
23
0.8
0.7
8.7

30歳以上35歳未満
44
33
1.5
1.0
33.3

35歳以上40歳未満
68
88
2.3
2.8
△22.7

40歳以上45歳未満
122
145
4.1
4.5
△15.9

45歳以上50歳未満
186
249
6.2
7.8
△25.3

50歳以上55歳未満
295
303
9.9
9.5
△2.6

55歳以上60歳未満
345
375
11.5
11.8
△8.0

60歳以上65歳未満
396
577
13.2
18.1
△31.4

65歳以上70歳未満
558
671
18.7
21.0
△16.8

70歳以上75歳未満
532
427
17.8
13.4
24.6

75歳以上
324
214
10.8
6.7
51.4

基幹的漁業従事者が女子
88
67
2.9
2.1
31.3

海上作業従事者がいない
8
17
0.3
0.5
△52.9

(3) 自営漁業の後継者の有無別経営体数

自営漁業の後継者のいる個人経営体数は356経営体（全個人経営体数に占める割合11.9％）で、前回に比べ90経営体（20.2％）減少した。

後継者のいる個人経営体の割合を漁業層別にみると、沿岸漁業層は9.4％、中小漁業層36.9％で、前回に比べそれぞれ1.5ポイント、6.9ポイント低下した。

個人経営体の大半を占める沿岸漁業層では、海面養殖業の後継者のいる個人経営体の割合は19.6％、漁船漁業等は8.9％で、前回に比べそれぞれ5.9ポイント、1.1ポイント低下した。（第６表）

第６表 後継者の有無別個人経営体数

単位：経営体数
区　分

構成比
増減率



後継者あり経営体増減率


平．15
うち、後継者あり
10
うち、後継者あり




経営体数
割合

経営体数
割合


計
2,991
356
％

11.9
3,189
446
％

14.0
％

△20.2

沿岸漁業層
2,717
255
9.4
2,892
316
10.9
△19.3

漁船漁業等
2,605
233
8.9
2,727
274
10.0
△15.0

海面養殖
112
22
19.6
165
42
25.5
△47.6

中小漁業層
274
101
36.9
297
130
43.8
△22.3

大規模漁業層
-  
-
-
-
-
-
-
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４　漁業従事者世帯
漁業従事者世帯数（他の漁業経営体に雇われて海上作業に従事した者のいる世帯）は2,409世帯で、前回に比べ460世帯（16.0％）減少した。（図１０）

〔Ⅲ〕 海面漁業の就業構造
１　漁業世帯員
漁業世帯員数（個人経営体及び漁業従事者世帯の世帯員の合計）は、19，273人で、前回に比べ3,628人（15.8％）減少した。（図１１）
年齢階層別にみると、14歳以下が2,464人（全世帯員数に占める割合12.8％）、15～64歳が11,663人（同60.5％）、65歳以上が5,146人（同26.7％）で、前回に比べ14歳以下が20.3％、15～64歳が20.9％減少し、65歳以上が1.7％増加した。
第７表　漁業世帯員の年齢構成

[image: image10.wmf]図１２　男子年齢別漁業就業者数の推移
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単位：％

区分
漁業世帯
総世帯
農家世帯

計
100.0
100.0
100.0

15歳未満
12.8
14.2
12.2

15歳以上65歳未満
60.5
66.5
55.8

65歳以上
26.7
19.4
32.0

うち、75歳以上
9.1
8.5
15.9

2　漁業就業者
(1) 自営・雇われ別漁業就業者数
漁業就業者数（漁業の海上作業に30日以上従事した者）は6,425人で、前回に比べ788人（10.9％）減少した。

漁業就業者を自営漁業、漁業雇われ別にみると、自営漁業のみ又は主として自営漁業に従事した自営漁業就業者は、3,634人（全漁業就業者数に占める割合56.6％）、漁業雇われのみ又は主として漁業雇われに従事した漁業雇われ就業者数は2，791人（同43.4％）で、前回に比べそれぞれ7.4％、15.1％減少した。（第８表）

第８表　自営・雇われ別、沿岸、沖合・遠洋漁業別漁業就業者数

単位：人数
区　分
計
自営・雇われ別
沿岸、沖合・遠洋別



自営漁業

のみ及び

主として

自営漁業
漁業雇われのみ及び主として漁業雇われ
沿岸
沖合・遠洋

平．15
6,425
3,634
2,791
5,315
1,110

10
7,213
3,926
3,287
5,799
1,414

構成比（％）
100.0
56.6
43.4
82.7
17.3

増減率15/10（％）
△10.9
△7.4
△15.1
△8.3
△21.5

(2) 沿岸、沖合・遠洋漁業就業者数
漁業就業者を従事した漁業種類と漁船のトン数により分類した沿岸、沖合・遠洋別にみると、沿岸漁業就業者数は5，315人（全漁業就業者数に占める割合82.7％）、沖合・遠洋漁業就業者数は1,110人（同17.3％）で、前回に比べそれぞれ8.3％、21.5％減少した。（第８表）
(3) 性別・男子年齢別漁業就業者数

漁業就業者を性別にみると、男子は5,910人（全漁業就業者数に占める割合92.0％）、女子は515人（同8.0％）で、前回に比べそれぞれ11.0％、8.4％減少した。

男子を年齢階層別にみると、男子漁業就業者に占める65歳以上の就業者の割合は、34.5％で前回に比べ6.2ポイント上昇した。（Ｐ１１　第６表）
〔Ⅳ〕 市町村の状況
１　漁業経営体数
漁業経営体数は、舞阪町が270経営体（構成比8.6％）で最も多く、次いで下田市259経営体（同8.2％）、南伊豆町246経営体（同7.8％）、浜松市228経営体（同7.2％）、沼津市172経営体（同5.5％）の順であった。
前回に比べ増加した主な市町村は、竜洋町（39経営体、433.3％）、福田町（38経営体、92.7％）であった。
一方減少した主な市町村は、沼津市（109経営体、△38.8％）、舞阪町（51経営体、△15.9％）、焼津市（35経営体、△24.0％）であった。（Ｐ１２　第７表）
２　漁業従事者世帯（雇われ世帯）数
漁業従事者世帯（雇われ世帯）数は、焼津市が403世帯（構成比16.7％）で最も多く、次いで静岡市274世帯（同11.4％）、伊東市176世帯（同7.3％）、沼津市168世帯（同7.0％）、戸田村165世帯（同6.8％）の順であった。

前回に比べ増加した主な市町村は、下田市（17世帯、21.0％）、浜松市（13世帯、59.1％）、富士市（8世帯、20.0％）、磐田市（8世帯、80.0％）であった。

一方減少した主な市町村は、焼津市（133世帯、△24.8％）、静岡市（89世帯、△24.5％）、沼津市（52世帯、△23.6％）であった。（Ｐ１２　第７表）
３　動力船隻数
動力船隻数は、舞阪町が251隻（構成比8.4％）で最も多く、次いで下田市249隻（同8.3％）、沼津市232隻（同7.7％）、焼津市167隻（同5.6％）、伊東市152隻（同5.1％）、南伊豆町150隻（同5.0％）、新居町150隻（同5.0％）の順であった。

前回に比べ増加した主な市町村は、富士市（18隻、31.6％）、賀茂村（16隻、20.8％）、熱海市（6隻、6.3％）であった。

一方減少した主な市町村は、沼津市（140隻、△37.6％）、舞阪町（86隻、△25.5％）、焼津市（41隻、△19.7％）であった。（Ｐ１２　第７表）








































































注：１　総世帯数は、総務省統計局「人口推計年報（平成15年10月1日現在）」による。


　　２　農家世帯数は、「農業構造動態調査（平成16年1月1日現在）」による。





なお、65歳以上の世帯員の占める割合を総世帯及び農家世帯と比べると、漁業世帯（26.7％）は農家世帯（32.0％）より低いが、総世帯（19.4％）より高くなっている。


                   （第７表）





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































